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流域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水害と共生する社会をデザインする～

水害から命を守り、豊かな暮らしの実現に向けた流域治水国民運動

■現状・課題 ■流域治水プロジェクト更新の方向性

■流域治水２.０のフレームワーク ～気候変動下で水害と共生するための３つの強化～

“量”の強化

 2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算。
現行の治水対策が完了したとしても治水安全度は目減り

 グリーンインフラやカーボンニュートラルへの関心の高
まりに伴い治水機能以外の多面的な機能も考慮する必要

 インフラDX等の技術の進展

 気候変動を踏まえた治水計画に見直すとともに、流域対
策の目標を定め、あらゆる関係者による流域対策の充実

 対策の“量”、“質”、“手段”の強化により早期に
防災・減災を実現

 気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を
『流域治水プロジェクト2.0』として、全国１０９水系
で順次更新し、流域関係者で共有

“質”の強化 “手段”の強化

 気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）

 流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

 あらゆる治水対策の総動員

 溢れることも考慮した減災対策の推進

 多面的機能を活用した治水対策の推進

 既存ストックの徹底活用

 民間資金等の活用

 インフラDX等の新技術の活用

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

気候変動
シナリオ

約１．１倍２℃上昇相当

洪水発生頻度流量全国の平均的な
傾向【試算結果】 約２倍約１．２倍

※流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は一級水系の河川整備の基本と
する洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗
じない場合で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合

河川整備計画等についても、
気候変動を踏まえ安全度を維持するための
目標外力の引き上げが必要

２０４０～５０年頃には
どのシナリオでも
世界の年平均気温は
２℃程度上昇
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気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜現況＞ ＜対策後＞

対策後

期間追加対策目的・効果実施主体種別

概ね
30年

河道掘削：103万㎥＜旧計画の2.2倍＞
堰改築：3箇所
橋梁補強：1橋

約7.1万戸の浸水被害を解消国
氾
濫
を
防
ぐ
・
減

ら
す

－
更なるため池の活用、

更なる雨水貯留浸透施設の整備
流出抑制による浸水被害

（外水・内水）の軽減
兵庫県

概ね
20～
30年

土砂災害特別警戒区域内の既存住宅
に対する補助制度

土砂災害の危険から住宅を守る大阪府
被
害
対

象
を
減

ら
す

－

多段階の浸水想定図及び水害リスク
マップの作成・公表

土地利用や住まい方の工夫及び
水災害リスクを踏まえた防災まち

づくりの検討
国

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・復
興

河川水位、雨量、河川監視カメラ画像
の発信

住民の適切な避難判断の支援大阪府・兵庫県

洪水等ハザードマップの作成・公表・周
知・啓発

自然災害による被害の軽減各市町

【目標①】気候変動による降雨量増加後のS35洪水規模に対する安全の確保

猪名川本川：0.0k～12.6k 藻川0.0k～4.4k

○河川整備計画目標洪水が発生した場合、猪名川流域では浸水家屋数が約7.1万戸になると想定され、事業の実施により、浸水被害が解消される。（淀

川水系河川整備計画はR3.8に、気候変動による降雨量増加を考慮して変更済み）

【目標①】
KPI：浸水家屋数

約7.1万戸⇒0戸

【目標②】猪名川流域整備計画による総合治水対策

期間追加対策目的・効果実施主体種別

概ね
10年

＜流域対策＞
市街化調整区域の保持

防災調整池等の設置 他
＜河川対策＞

流域対策に合わせた河川改修
Ｓ28洪水規模対応の河川改修

＜その他対策>
警報避難システムの確立
水防管理体制の強化 他

10年に1回程度の洪水を安全に流下さ
せる

国
各市町

氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

浸水家屋数
0戸

国管理区間からの外水氾濫による浸水範囲・浸水家屋数

現況

浸水家屋数
約7.1万戸
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京 都府

大 阪府

兵 庫県

宝塚市

能勢町

猪名川町

豊能町

川西市

箕面市

池田市

伊丹市

尼崎市

豊中市

箕面川ダム

一庫ダム

府県境
市町境

阪
急
伊
丹
線

阪神本線

河道拡幅・築堤

河道拡幅
河床掘削

河道拡幅・河床掘削
河道拡幅・築堤・河床掘削

河床掘削

河道拡幅・築堤・河床掘削

堤防強化

河道掘削

築堤・護岸整備・橋梁改築

矢板護岸耐震対策

河道拡幅

河床掘削

河床掘削・護岸整備
（尼崎市）

河道拡幅・河床掘削

避難に資するマップ等の
整備・充実・周知（池田市）

避難に資するマップ等の整備・充実・周知
（川西市）

避難行動に資する情報
発信・充実等（尼崎市）

立地適正化計画の見直し
（豊中市）

避難に資するマップ等の
整備・充実・周知（豊中市）

河道拡幅・築堤・
河床掘削

橋梁改築

防災活動拠点の整備

治山ダム
（大阪府）

森林整備
（能勢町）

森林整備
（豊能町）

治山ダム
（大阪府）

砂防堰堤等の整備
（大阪府）

治山ダム
（大阪府）森林の整備及び保全

（災害に強い森づくり）
（兵庫県）

砂防堰堤・治山ダムの整備
（兵庫県）

堰改築

河道掘削

堰改築

床固撤去

河道掘削・護岸整備

避難に資するマップ等の
整備・充実・周知（伊丹市）

砂防堰堤等の整備
（大阪府）

河道拡幅・築堤・
河床掘削

森林整備
（林野庁）

雨水貯留施設の整備
（池田市）

⃝ 猪名川では、戦後最大洪水である昭和35年台風16号洪水の発生により、猪名川上下流部において甚大な被害が発生したこと等を踏まえ、以下の取り組
みを一層推進していくものとし、更に国管理区間においては、気候変動（２℃上昇時）を考慮した戦後最大洪水（昭和35年台風16号）の降雨量を1.1倍
とした洪水を安全に流下させることを目指す。

⃝ 猪名川流域においては、昭和30年代以降の急激な市街化の進展に対し、流域が一体となった総合的な治水対策の取り組みを進めてきたが、気候変動の影
響に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化という新たな課題や、流域の土地利用の変遷に伴う保水・遊水機能の減少等を踏まえ、将来に渡って安全な流域
を実現するため、特定都市河川浸水被害対策法（以下「法」）の適用を検討し、更なる治水対策を推進する。

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【位置図】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

■被害対象を減少させるための対策
・建物等の耐水機能の確保・維持（敷地の嵩上げ、電気設備等の上階設置）
・土地利用誘導（立地適正化計画の見直し等）
・法指定による浸水被害防止区域の指定 等

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・島の内地区の防災活動拠点の整備、堤防強化（堤防拡幅）等
・左門殿川、神崎川、庄下川の河道（河床）掘削、河道拡幅、築堤、橋梁改築、耐震対策等
・猪名川上流部（出在家地区・多田院地区等）及び中下流部の河道（河床）掘削、護岸整備、
堰改築・床固撤去、築堤、橋梁改築及び一庫ダムの暫定放流の解消
・一庫ダム及び箕面川ダムの事前放流等の実施・体制構築（関係者：国、兵庫県、大阪府、

水資源機構、土地改良区、川西市、伊丹市、尼崎市、池田市、阪神水道企業団など）
・下水道事業による雨水管渠の整備、老朽化対策、雨水ポンプ場の新設・増強、管渠施

設・処理場・ポンプ場の耐震化
・更なる流出抑制対策の雨水貯留浸透施設の整備、開発行為に伴う調整池の設置、ため

池等の治水利用
・森林整備・保全等の治山対策、砂防事業(堰堤)の推進による雨水・土砂・流木の流出抑

制対策
・法指定による雨水浸透阻害行為の規制、貯留機能保全区域の指定 等

R6.○更新（2.0策定）

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・ハザードマップの作成・周知等
・避難に資するマップ等の整備・充実・周知
・避難指示等による判断・伝達マニュアルの整備・発令支援
・避難行動に資する情報発信の充実等
・応急的な避難場所の確保
・要配慮者施設における避難行動の支援
・防災教育に関する講習会・避難訓練等の実施、防災広報の取組
・一庫ダムの効率的運用の検討
・流域タイムラインの作成・運用
・タイムライン（マイ・タイムライン、マイ避難カード、水害対応等）の作成・支援
・「局地的豪雨探知システム」の利活用推進とゲリラ豪雨対策アクションプラン

に基づく対策事例創出
・兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）への加入促進
・広域避難体制の構築、検討支援
・水防団（消防団）等による水防活動、水防活動の担い手確保及び支援、関係機関が

連携した水防訓練
・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
・庁舎や大規模工場等の自衛水防の推進
・氾濫水の排水計画と排水訓練の実施
・水位計・監視カメラ・簡易量水標の設置、監視体制拡充
・水害リスクマップを活用した立地適正化計画策定
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用 等

防災活動拠点整備
（猪名川河川事務所）

※ ○○川 は、府県管理河川の代表的な箇所（河川）を示したものである。
※兵庫県は、総合治水条例(H24施行)に基づき、河川・下水道対策、流域対策、減災対策の取組を推進中。
※具体的な対策内容については、主な対策を記載しており、今後の調査・検討により変更となる場合が

あります。
※他の事業者の計画も見直されれば、同様に反映します。
※新たな関係者にも広く参加を呼びかけることから、新たな関係者の計画も反映します。

兵庫県

大阪府

京都府

滋

奈良県

猪
名
川

藻
川

位置図

猪名川流域

高頻度（1/10）

中頻度（1/30）

中頻度（1/50）

低頻度（1/100）

低頻度（1/200）

想定最大規模

水害リスクマップ凡例

（現況・浸水深50cm以上）

凡 例
猪名川流域治水プロジェクト対象範囲

大臣管理区間

堤防整備・堤防強化

河道掘削・樹木伐採・低水護岸

堰改築・床固撤去・橋梁補強・橋梁改築

ポンプ場の新設・増強

砂防事業（堰堤）等

雨水貯留施設整備
（池田市）

雨水管渠の整備
（川西市）

赤字黄色ハッチ：R5.3月時点からの更新事項
灰色ハッチ：対策完了

立地適正化計画
（豊中市）

マイ・タイムライン作成講座
（猪名川河川事務所・関係機関）

水防技術講習会
（兵庫県・市町・消防団等）資料３－１　Ｐ4



被害の軽減・早期復旧・復興被害対象を減らす氾濫を防ぐ・減らす

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく

ソフト対策
・雨水管理総合計画に基づくソフト対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくソフト対策

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・ダムの効率的運用の検討

－

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞

・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ハード対策

・雨水管理総合計画に基づくハード対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくハード対策

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞

・更なる貯留施設の検討
・更なるため池、「田んぼダム」、

雨水貯留浸透施設等の整備の検討
・森林の整備及び保全
・開発行為に伴う調整池の設置

（法指定により更なる規制の検討）

“量”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・多段階の浸水想定図及び水害リスクマップを

活用した土地利用や住まい方の工夫

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・建物等の耐水機能の確保・維持
※敷地の嵩上げ、電気設備等の上階設置

・特定都市河川指定及び流域水害対策計画
に基づく土地利用や住まい方の工夫検討

・法指定による浸水被害防止区域の指定検
討

－

“質”
の強化

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な

活用

－－
“手段”
の強化

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会

※特定都市河川の指定や流域水害対策計画の策定に向けた検討を実施し、更なる治水対策を推進。

R6.○更新（2.0策定）
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京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

宝 塚 市

能 勢 町

猪名川町

豊 能 町

川 西 市

箕 面 市

池 田 市

伊 丹 市

尼 崎 市

豊 中 市

箕面川ダム

一庫ダム

阪
急
伊
丹
線

阪神本線

堰改築

レキ河原・水陸移行帯の再生

●治水対策における多自然川づくり
・上下流の連続性確保に向けた簡易魚道の保全･改良
・水際環境確保に向けた水陸移行帯の保全及び湿地環境の保全

●自然環境の保全・復元などの自然再生
・動植物の生息環境確保に向けたレキ河原の保全
・簡易魚道の保全･改良、ワンド保全･再生

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・小中学校などにおける河川環境学習、水環境パネル展の開催 等
・ヒメボタル幼虫調査、観察会の実施
・地域活動団体等と連携･協働した外来種であるアレチウリ駆除活動の実施
・地域協力団体と連携したアユの産卵場整備体験学習

再生前

【全域に係る取組】
地域のニーズを踏まえた賑わいの
ある水辺空間創出への連携･支援

再生後

餌場・繁殖地の創出

「河原環境・水陸移行帯の再生」 整備イメージ

イカルチドリ カワヂシャ

凡 例

流域界

大臣管理区間

既設ダム(直轄)

治水メニュー

Gインフラメニュー

府県境

市町境

兵庫県

大阪府

京都府

滋

奈良県

猪
名
川

藻
川

位置図

整備前 整備後

簡易魚道設置

三ヶ井井堰

地域活動団体等と連携・協働
した外来種駆除活動

アレチウリ駆除活動

上下流の連続性確保に向けた
簡易魚道の改良

水際環境確保に向けた
湿地環境の保全

動植物の生息環境確保に向け
た簡易魚道の保全

動植物の生息環境確保に向けた
レキ河原の保全

河道掘削

堰改築

河道掘削

水際環境確保に向けた
水陸移行帯の保全

上下流の連続性確保に向けた
簡易魚道の改良

動植物の生息環境確保に向け
た簡易魚道の保全

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【位置図】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

●グリーンインフラの取り組み 『 多様な生物が生息する人々と連携した河川環境の回復 』

○ 近年の猪名川では、レキ河原の減少や湿地環境の減少、縦断連続性の分断による魚類生息域の減少などが進行し、生物の生息･生育･繁殖環境に大きな影響を及ぼしてい
る。一方、猪名川の自然環境は都市部に残された貴重な自然環境として人々に潤いを与えるとともに利用され、市民の関心も高くますますその重要性が認識されている。

○ 猪名川の中流部において、重要種であるイカルチドリ･カワヂシャ等が生息･生育可能な環境の保全･創出を図るため、今後概ね30年間でレキ河原の保全や簡易魚道の保
全･改良を行うなど、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。

豊 能 町

アユの産卵場整備

ダム下流河川の淀み解消
と魚類等の生息場の造成

ダム下流の流量増による魚類
等の生息環境の改善

ダム湖内の在来魚の保全

ワンド保全･再生

水環境パネル展

地域への積極的な情報発信

いながわ体験フェスタ

人と自然の豊かなふれあい

愛護セミナー
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短期 中期 長期

島の内地区の防災活動拠点の整備、堤防強化（堤防

拡幅）等
猪名川河川事務所

左門殿川、神崎川、庄下川の河道（河床）掘削、河道

拡幅、築堤、橋梁改築、耐震対策等

大阪府・兵庫県

尼崎市

猪名川上流部及び中下流部の河道（河床）掘削、護岸整

備、堰改築・床固撤去、築堤、橋梁改築及び一庫ダムの暫

定放流の解消

猪名川河川事務所

大阪府・兵庫県

一庫ダム及び箕面川ダムの事前放流等の実施・体制

構築

水資源機構

大阪府・兵庫県

下水道整備による浸水対策
大阪府

豊中市・伊丹市　等

流出抑制対策（調整池、ため池等）など
林野庁

大阪府・兵庫県　等

被害対象を減少

させるための対策 土地利用・住まい方の工夫
大阪府・兵庫県

豊中市・宝塚市

避難に資するマップ等の整備・充実・周知

猪名川河川事務所

大阪府・兵庫県

池田市　等

避難行動に資する情報発信・充実等
猪名川河川事務所

大阪府・兵庫県　等

レキ河原保全、水陸移行帯の保全、湿地環境の保全、

簡易魚道の保全・改良、ワンド保全・再生
猪名川河川事務所

河川環境学習・水環境パネル展の開催、ヒメボタル幼

虫調査・観察会の実施、アレチウリ駆除活動の実施、

アユの産卵場整備体験学習

猪名川河川事務所、河川レン

ジャー、神崎川水濁協猪名川分

会、河川協力団体

フラッシュ放流とダム下流への土砂還元の実施、

弾力的管理試験の実施、ダム湖内の外来魚を駆除
水資源機構

ダム上流河川でのアユの産卵場整備
一庫ダム水源地域ビジョン

推進協議会

工程

氾濫をできるだけ

防ぐ・減らすための対策

グリーンインフラの取組

被害の軽減、

早期復旧・復興のための対策

区分 対策内容 実施主体

雨水増補管の整備

（豊中市）

雨水ポンプ・幹線・管渠等の整備

（豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

総合治水対策の強化

浸水・高潮・土砂災害ハザードマップの

集約した保存版の作成（豊中市）

森林整備・保全等の治山対策・砂防事業(堰堤)の推進による

、雨水・土砂・流木の流出抑制対策（林野庁・大阪府・兵庫県）

ため池等の雨水貯留浸透施設の整備・活用

（大阪府・兵庫県・池田市）

洪水等ハザードマップの作成・公表・周知・啓発

（大阪府・兵庫県・豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

多様な情報発信手段の検討、整備

（尼崎市）

防災情報等の発信

（大阪府・兵庫県）

レキ河原保全、水陸移行帯の保全、湿地環境の保全、簡易魚道の保全・改良、ワンド保全・再生

河川環境学習・水環境パネル展の開催、ヒメボタル幼虫調査・観察会の実施、アレチウリ駆除活動の実施、アユの産卵場整備体験学習

雨水増補管の整備

（豊中市）

雨水ポンプ・幹線・管渠等の整備

（豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

一庫ダム・箕面川ダムの
事前放流実施

一庫ダム・箕面川ダムの
事前放流実施

一庫ダム・箕面川ダムの
事前放流実施

防災活動拠点整備完成

大阪府（神崎川） 兵庫県（左門殿川、神崎川、庄下川） 尼崎市（庄下川）

猪名川下流部の
浸水被害軽減

猪名川上下流部 多田院地区等

島の内地区（下流部）

猪名川下流部 猪名川中下流部

気候変動対応
河道完成

島の内地区（下流部）

堤防強化（堤防拡幅）完成

川西市・池田市・豊中市・尼崎市

一庫ダム・箕面川ダムの
事前放流実施

一庫ダム暫定放流解消

浸水・高潮・土砂災害ハザードマップの

集約した保存版の作成（豊中市）

立地適正化計画の見直し（豊中市）

洪水等ハザードマップの作成・公表・周知・啓発

（大阪府・兵庫県・豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

建物等の耐水機能の

確保・維持（兵庫県）

フラッシュ放流とダム下流への土砂還元の実施

弾力的管理試験の実施

ダム湖内の外来魚を駆除

ダム上流河川でのアユの産卵場整備

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【ロードマップ】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

○猪名川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、府県、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】猪名川上流部の兵庫県区間（多田院地区等）で築堤・護岸整備・橋梁改築を実施する。

猪名川上流部の直轄区間上流（出在家地区）で河道掘削を実施し、戦後最大である昭和35年台風16号洪水を安全に流下させる河道整備を完成させる。
猪名川と藻川に囲まれる島の内地区下流部において、水害リスクを軽減するための堤防強化（堤防拡幅）を完成させる。
猪名川直轄区間については、昭和35年台風16号洪水の降雨量を1.1倍とした洪水を安全に流下させるための河道掘削に着手する。

【中 期】上下流バランスを確保しながら、河道掘削等を実施するとともに、猪名川と藻川に囲まれる島の内地区の堤防強化（堤防拡幅）を推進する。
【長 期】新たな知見を踏まえ、必要な調査や点検を実施し対策が必要となる区間について、堤防強化を実施する。

河道掘削等を推進し、昭和35年台風16号洪水の降雨量を1.1倍とした洪水を安全に流下させる。
○あわせて、都市河川である流域の特徴を踏まえ、下水道整備による浸水対策（雨水ポンプ増強等）･流出抑制対策（雨水貯留施設の整備等）の氾濫をできる

だけ防ぐ･減らすための対策、土地利用誘導の被害対象を減少させるための対策、避難に資するマップ等の被害軽減、早期復旧･復興のための対策を実施する。
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伊丹市

兵庫県

大阪府

尼崎市

銀橋狭窄部宝塚市

川西市

池田市

豊中市

河道掘削①
V=1.6万m3

堰改築③
N=1基

5か年加速化メニュー ：⾚字
整備計画(変更)残メニュー ：緑字

短期整備（５カ年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％

猪名川直轄最上流端の出在家地区
の河道掘削により、戦後最大の昭和
35年8月洪水を安全に流下させると

ともに、河川整備計画の変更を経て、
更なる河道掘削を実施。

堤防強化④
L=0.59km

堤防強化③
L=0.32km

堤防強化⑤
L=9.94km

堰改築②
N=1基

橋梁保護
N=1箇所

河道掘削②
V=103万m3
（内30万m3）

堤防強化①
L=0.23km

堤防強化②
L=0.07km

堰改築①
N=1基

高頻度（1/10）

中頻度（1/30）

中頻度（1/50）

低頻度（1/100）

低頻度（1/200）

想定最大規模

浸水深0cm以上となる確率規模

市町境界

河川等範囲

対象となる洪水予報河川の区間

高頻度（1/10）

中頻度（1/30）

中頻度（1/50）

低頻度（1/100）

低頻度（1/200）

想定最大規模

浸水深0cm以上となる確率規模

市町境界

河川等範囲

対象となる洪水予報河川の区間

短期

【短期期整備完了時の進捗】
河道掘削
①出在家地区 河道掘削 30％
②猪名川中下流域 河道掘削 50％

堤防強化
①東園田地区（猪名川） 堤防強化 100％
②東園田地区（藻川） 堤防強化 100％
③利倉西地区（猪名川） 堤防強化 100％
④東園田地区（藻川） 堤防強化 100％

現状

※この図は、河川の⻑期計画 （河川整備基本⽅針）で計画対象としている１／２００確率年の降⾬及びその
降⾬を１／１０，１／３０，１／５０，１／１００の確率年とした場合に想定される浸⽔範囲であり、河川整
備計画で⽬標とする降⾬により想定される浸⽔範囲と⼀致しない場合がある。
※国直轄区間からの外⽔氾濫のみを想定したものであり、浸⽔範囲の軽減効果は、国の整備効果のみを反映し
ている。※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

※短期整備効果における河川整備率は淀川⽔系全体の河川整備率を記載している。

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

豊中市街地で中頻度
(1/50)の浸水が解消

島の内地区で中頻度(1/50)
の浸水範囲が減少

区分 対策内容 区間

⼯程

短期（R2〜R7年） 中⻑期（R8〜R33年）

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

河道掘削

①地区
（出在家）
②地区

（猪名川中下流域）

堰改築等

①地区
(上津島床固)
②地区

（⼤井井堰）
③地区

（⾼⽊井堰）
橋梁保護

（阪急神⼾線藻川橋梁保護）

堤防強化

①地区
（東園⽥）
②地区

（東園⽥）
③地区

（利倉⻄）
④地区

（東園⽥）
⑤地区

（島の内）

30%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

50%

R5
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

流下能力向上対策
↓

河道掘削

猪名川下流部において、戦後最大
洪水である昭和35年台風16号洪水
の降雨量を1.1倍とした洪水を安全
に流下させる河道整備を実施。

「第２次豊中市都市計画
マスタープラン」の「都市
空間の将来像」では、居
住・都市機能・産業の各
誘導ゾーンやバス路線
充実に向けた地域連携
網を設定し、居住の拡散
防止による利便性の高
い住環境の維持や事業
所の操業環境確保、生
活サービス機能の維持・
充実とともに、歩いて暮
らせる都市づくりに取り
組むものとしている。

めざすべき都市の骨格像（豊中市）

「都市空間の将来像」の実現のため、公
共交通網の活用や居住の誘導並びに都
市機能の誘導をめざす包括的な計画とし
て、豊中市立地適正化計画を平成30年
度に策定。令和2年6月の都市再生特別

措置法の改正を受け、新たに防災指針を
定めるとともに、上位計画等との整合を
図りながら、令和5年度に同計画を改定。

戸ノ内地区河道掘削（国土交通省）

※淀川水系全体の指標の数値を記載しています
※指標の数値は集計中のため変更の可能性があります。

大阪府と連携した要配慮者利用施設
避難確保計画の作成支援（池田市）

要配慮者利用施設における避難確保
計画の作成に向けた講習会を開催す
ることにより、未作成施設に対する支
援を行う。（令和5年9月末時点におい
て、全97施設が作成完了）
※洪水78施設、土砂災19施設

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【流域治水の具体的な取組】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

高齢者等避難の
実効性の確保

山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

整備率：７７％

（令和３年度末時点）

４１市町村

（令和２年度実施分）

２３２施設
（令和３年度実施分）

６６箇所

（令和３年度完成分）

９施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

（令和３年12月末時点）

０市町村 （令和３年12月末時点）

２１８河川

（令和３年11月末時点）

７団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和３年９月末時点）

751施設

（令和４年1月1日時点）

44市町

避難確保
計画

10,934施設

土砂

洪水

内水浸水想定
区域

事務局において更新予定
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